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議 案 番 号     件           名 

 
 

報告第１ 号  専決処分の報告について 

（洞爺湖町税条例等の一部を改正する条例） 

報告第２ 号  専決処分の報告について 

（令和２年度虻田郡洞爺湖町一般会計補正予算（第１２号）） 

同意第１ 号  副町長の選任について 

同意第２ 号  教育委員会委員の任命について 

同意第３ 号  固定資産評価審査委員会委員の選任について 

同意第４ 号  固定資産評価審査委員会委員の選任について 

同意第５ 号  固定資産評価審査委員会委員の選任について 

議案第１ 号  令和３年度虻田郡洞爺湖町一般会計補正予算（第１号） 

 



報告第１号 

 

   専決処分の報告について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、議会に

おいて指定された事項について、次のとおり専決処分したので、同条第２項の規定

により報告する。 

 

記 

 

洞爺湖町税条例等の一部を改正する条例 

 

 令和３年５月１０日提出 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   
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専 決 処 分 書 

 

洞爺湖町税条例等の一部を改正する条例については、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により別紙のとおり専決処

分する。 

 

令和３年３月３１日 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   
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洞爺湖町税条例等の一部を改正する条例 

 

（洞爺湖町税条例の一部改正） 

第１条 洞爺湖町税条例（平成１８年洞爺湖町条例第４２号）の一部を次

のように改正する。 

  第２４条第２項中「及び扶養親族」の次に「（年齢１６歳未満の者及

び控除対象扶養親族に限る。以下この項において同じ。）」を加える。 

  第３６条の３の２第４項中「所得税法第１９８条第２項に規定する納

税地の所轄税務署長の承認を受けている」を「令第４８条の９の７の２

において準用する令第８条の２の２に規定する要件を満たす」に改め、

「次条第４項」の次に「及び第５３条の９第３項」を加える。 

第３６条の３の３第１項中「控除対象扶養親族を除く」を「年齢１６

歳未満の者に限る」に改め、同条第４項中「所得税法第２０３条の６第

６項に規定する納税地の所轄税務署長の承認を受けている」を「令第４

８条の９の７の３において準用する令第８条の２の２に規定する要件

を満たす」に改める。 

第５３条の８第１項第１号中「次条第２項及び」を「次条第２項及び

第３項並びに」に改める。 

第５３条の９に次の２項を加える。 

３ 第１項の退職手当等の支払を受ける者は、退職所得申告書の提出の

際に経由すべき退職手当等の支払をする者が令第４８条の１８にお

いて準用する令第８条の２の２に規定する要件を満たす場合には、施

行規則で定めるところにより、当該退職所得申告書の提出に代えて、

当該退職手当等の支払をする者に対し、当該退職所得申告書に記載す

べき事項を電磁的方法により提供することができる。 

４ 前項の規定の適用がある場合における第２項の規定の適用につい

ては、同項中「退職所得申告書が」とあるのは「退職所得申告書に記

載すべき事項を」と、「支払をする者に受理されたとき」とあるのは

「支払をする者が提供を受けたとき」と、「受理された時」とあるの

は「提供を受けた時」とする。 

第８１条の４第１号及び第２号中「同条第４項」の次に「又は第５項」

を加える。 

附則第５条第１項中「及び扶養親族」の次に「（年齢１６歳未満の者

及び控除対象扶養親族に限る。以下この項において同じ。）」を加える。 

附則第６条中「令和４年度」を「令和９年度」に改める。 

附則第１０条の２第３項を削り、同条第４項中「附則第１５条第１９
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項」を「附則第１５条第１６項」に改め、同項を同条第３項とし、同条

第５項中「附則第１５条第２６項」を「附則第１５条第２３項」に改め、

同項を同条第４項とし、同条第６項中「附則第１５条第２７項第１号」

を「附則第１５条第２４項第１号」に改め、同項を同条第５項とし、同

条第７項中「附則第１５条第２７項第２号」を「附則第１５条第２４項

第２号」に改め、同項を同条第６項とし、同条第８項中「附則第１５条

第２７項第３号」を「附則第１５条第２４項第３号」に改め、同項を同

条第７項とし、同条第９項中「附則第１５条第２８項第１号」を「附則

第１５条第２５項第１号」に改め、同項を同条第８項とし、同条第１０

項中「附則第１５条第２８項第２号」を「附則第１５条第２５項第２号」

に改め、同項を同条第９項とし、同条第１１項中「附則第１５条第３０

項第１号イ」を「附則第１５条第２７項第１号イ」に改め、同項を同条

第１０項とし、同条第１２項中「附則第１５条第３０項第１号ロ」を「附

則第１５条第２７項第１号ロ」に改め、同項を同条第１１項とし、同条

第１３項中「附則第１５条第３０項第１号ハ」を「附則第１５条第２７

項第１号ハ」に改め、同項を同条第１２項とし、同条第１４項中「附則

第１５条第３０項第１号ニ」を「附則第１５条第２７項第１号ニ」に改

め、同項を同条第１３項とし、同条第１５項中「附則第１５条第３０項

第２号イ」を「附則第１５条第２７項第２号イ」に改め、同項を同条第

１４項とし、同条第１６項中「附則第１５条第３０項第２号ロ」を「附

則第１５条第２７項第２号ロ」に改め、同項を同条第１５項とし、同条

第１７項中「附則第１５条第３０項第２号ハ」を「附則第１５条第２７

項第２号ハ」に改め、同項を同条第１６項とし、同条第１８項中「附則

第１５条第３０項第３号イ」を「附則第１５条第２７項第３号イ」に改

め、同項を同条第１７項とし、同条第１９項中「附則第１５条第３０項

第３号ロ」を「附則第１５条第２７項第３号ロ」に改め、同項を同条第

１８項とし、同条第２０項中「附則第１５条第３０項第３号ハ」を「附

則第１５条第２７項第３号ハ」に改め、同項を同条第１９項とし、同条

第２１項中「附則第１５条第３４項」を「附則第１５条第３０項」に改

め、同項を同条第２０項とし、同条第２２項中「附則第１５条第３８項」

を「附則第１５条第３４項」に改め、同項を同条第２１項とし、同条第

２３項中「附則第１５条第３９項」を「附則第１５条第３５項」に改め、

同項を同条第２２項とし、同条第２４項を削り、同条第２５項中「附則

第１５条第４７項」を「附則第１５条第４２項」に改め、同項を同条第

２３項とし、同項の次に次の１項を加える。 

２４ 法附則第１５条第４６項に規定する条例で定める割合は３分の
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１とする。 

  附則第１０条の２第２６項を同条第２５項とし、同条第２７項中「同

意導入促進基本計画」の次に「（中小企業等経営強化法（平成１１年法

律第１８号）第５０条第２項に規定する同意導入促進基本計画をいう。）」

を加え、「同条」を「法附則第６４条」に、「家屋及び構築物」を「特例

対象資産」に改め、同項を同条第２６項とする。 

  附則第１１条の見出し中「平成３０年度から令和２年度まで」を「令

和３年度から令和５年度まで」に改める。 

  附則第１１条の２の見出し中「令和元年度又は令和２年度」を「令和

４年度又は令和５年度」に改め、同条第１項中「令和元年度分又は令和

２年度分」を「令和４年度分又は令和５年度分」に改め、同条第２項中

「令和元年度適用土地又は令和元年度類似適用土地」を「令和４年度適

用土地又は令和４年度類似適用土地」に、「令和２年度分」を「令和５

年度分」に改める。 

  附則第１２条の見出し中「平成３０年度から令和２年度まで」を「令

和３年度から令和５年度まで」に改め、同条第１項中「平成３０年度か

ら令和２年度まで」を「令和３年度から令和５年度まで」に改め、「加

算した額」の次に「（令和３年度分の固定資産税にあっては、前年度分

の固定資産税の課税標準額）」を加え、同条第２項及び第３項中「平成

３０年度から令和２年度までの各年度分」を「令和４年度分及び令和５

年度分」に改め、同条第４項及び第５項中「平成３０年度から令和２年

度まで」を「令和３年度から令和５年度まで」に改める。 

  附則第１３条の見出し中「平成３０年度から令和２年度まで」を「令

和３年度から令和５年度まで」に改め、同条中「平成３０年度から令和

２年度まで」を「令和３年度から令和５年度まで」に改め、「定める率

を乗じて得た額」の次に「。以下この項において同じ。」を、「負担調整

率を乗じて得た額」の次に「（令和３年度分の固定資産税にあっては、

前年度分の固定資産税の課税標準額）」を加える。 

  附則第１５条第１項中「平成３０年度から令和２年度まで」を「令和

３年度から令和５年度まで」に改め、同条第２項中「令和３年３月３１

日」を「令和６年３月３１日」に改める。 

 附則第１５条の２中「同条第４項」の次に「又は第５項」を加え、「令

和３年３月３１日」を「令和３年１２月３１日」に改める。 

  附則第１５条の２の２第２項中「同条第２項」の次に「又は第３項」

を、「同条第４項」の次に「又は第５項」を加える。 

 附則第１６条第１項中「第５項」を「第８項」に改め、同条第２項中
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「、当該軽自動車が平成３１年４月１日から令和２年３月３１日までの

間に初回車両番号指定を受けた場合には令和２年度分の軽自動車税の

種別割に限り」を削り、同条第３項中「この項及び次項」を「この条」

に改め、「、当該ガソリン軽自動車が平成３１年４月１日から令和２年

３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和２年度

分の軽自動車税の種別割に限り」を削り、同条第４項中「、当該ガソリ

ン軽自動車が平成３１年４月１日から令和２年３月３１日までの間に

初回車両番号指定を受けた場合には令和２年度分の軽自動車税の種別

割に限り」を削り、同条に次の３項を加える。 

 ６ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる三輪以上の軽自

動車（自家用の乗用のものを除く。）に対する第８２条の規定の適用

については、当該軽自動車が令和３年４月１日から令和４年３月３１

日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和４年度分の軽

自動車税の種別割に限り、当該軽自動車が令和４年４月１日から令和

５年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和

５年度分の軽自動車税の種別割に限り、第２項の表の左欄に掲げる同

条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる

字句とする。 

 ７ 法附則第３０条第７項の規定の適用を受ける三輪以上のガソリン

軽自動車（営業用の乗用のものに限る。）に対する第８２条の規定の

適用については、当該ガソリン軽自動車が令和３年４月１日から令和

４年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和

４年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該ガソリン軽自動車が令和

４年４月１日から令和５年３月３１日までの間に初回車両番号指定

を受けた場合には令和５年度分の軽自動車税の種別割に限り、第３項

の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞ

れ同表の右欄に掲げる字句とする。 

 ８ 法附則第３０条第８項の規定の適用を受ける三輪以上のガソリン

軽自動車（前項の規定の適用を受けるものを除き、営業用のものに限

る。）に対する第８２条の規定の適用については、当該ガソリン軽自

動車が令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの間に初回車

両番号指定を受けた場合には令和４年度分の軽自動車税の種別割に

限り、当該ガソリン軽自動車が令和４年４月１日から令和５年３月３

１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和５年度分の

軽自動車税の種別割に限り、第４項の表の左欄に掲げる同条の規定中

同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 
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 附則第１６条の２第１項中「第５項」を「第８項」に改める。 

 附則第２２条第２項中「令和３年度」を「令和８年度」に改める。 

 附則第２６条に次の１項を加える。 

 ２ 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき新型コロナウイルス

感染症特例法第６条の２第１項の規定の適用を受けた場合における

附則第７条の３の２第１項の規定の適用については、同項中「令和１

５年度」とあるのは「令和１７年度」と、「令和３年」とあるのは「令

和４年」とする。 

 

 （洞爺湖町税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 洞爺湖町税条例等の一部を改正する条例（令和２年洞爺湖町条例

第１１号）の一部を次のように改正する。 

 第２条のうち洞爺湖町税条例第４８条第１０項の改正規定中「第３２

１条の８第５２項」を「第３２１条の８第６０項」に、「同条第５２項」

を「同条第６０項」に改め、同条第１６項の改正規定中「第３２１条の

８第６１項」を「第３２１条の８第６９項」に改める。 

 第２条のうち洞爺湖町税条例第５０条第４項の改正規定中「「又は第

３１項」に」の次に「、「第４８条の１５の５第４項」を「第４８条の

１５の４第４項」に」を加える。 

 第２条のうち洞爺湖町税条例第５２条の改正規定中「第５２条第４項」

を「第５２条第３項中「第４８条の１５の５第４項」を「第４８条の１

５の４第４項」に改め、同条第４項」に改める。 

 第２条のうち洞爺湖町税条例附則第３条の２第２項の改正規定の次

に次のように加える。 

 附則第４条第１項中「及び第４項」及び「又は法人税法第８１条の２

４第１項の規定により延長された法第３２１条の８第４項に規定する

申告書の提出期限」を削り、同条第２項中「又は法第３２１条の８第４

項に規定する連結法人税額の課税標準の算定期間」を削る。 

 

   附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和３年４月１日から施行する。ただし、次の各号

に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

 ⑴ 第１条中洞爺湖町税条例附則第６条の改正規定 令和４年１月１ 

  日 

 ⑵ 第１条中洞爺湖町税条例第２４条第２項及び第３６条の３の３第
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１項の改正規定並びに同条例附則第５条第１項の改正規定並びに次

条第３項の規定 令和６年１月１日 

⑶ 第１条中洞爺湖町税条例附則第１０条の２第２７項の改正規定（同

項を同条第２６項とする部分を除く。）並びに附則第３条第４項及び

第５項の規定 産業競争力強化法等の一部を改正する等の法律（令和

３年法律第  号）附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日 

 ⑷ 第１条中洞爺湖町税条例附則第１０条の２第２５項を同条第２３

項とし、同項の次に１項を加える改正規定（第２４項に係る部分に限

る。） 特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律（令和

３年法律第  号）の施行の日 

（町民税に関する経過措置） 

第２条 第１条の規定による改正後の洞爺湖町税条例（以下「新条例」と

いう。）第３６条の３の２第４項の規定は、この条例の施行の日（以下

この条及び附則第４条第１項において「施行日」という。）以後に行う

同項に規定する電磁的方法による同項に規定する申告書に記載すべき

事項の提供について適用し、施行日前に行った第１条の規定による改正

前の洞爺湖町税条例（次項において「旧条例」という。）第３６条の３

の２第４項に規定する電磁的方法による同項に規定する申告書に記載

すべき事項の提供については、なお従前の例による。 

２ 新条例第３６条の３の３第４項の規定は、施行日以後に行う新条例第

３６条の３の２第４項に規定する電磁的方法による新条例第３６条の

３の３第４項に規定する申告書に記載すべき事項の提供について適用

し、施行日前に行った旧条例第３６条の３の２第４項に規定する電磁的

方法による旧条例第３６条の３の３第４項に規定する申告書に記載す

べき事項の提供については、なお従前の例による。 

３ 新条例の規定中個人の町民税に関する部分は、令和６年度以後の年度

分の個人の町民税について適用し、令和５年度分までの個人の町民税に

ついては、なお従前の例による。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関す

る部分は、令和３年度以降の年度分の固定資産税について適用し、令和

２年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

２ 平成３０年４月１日から令和３年３月３１日までの間に取得された

地方税法等の一部を改正する法律（令和３年法律第７号。第５項におい

て「改正法」という。）第１条の規定による改正前の地方税法（昭和２

５年法律第２２６号。次項及び第４項において「旧法」という。）附則
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第１５条第８項に規定する雨水貯留浸透施設に対して課する固定資産

税については、なお従前の例による。 

３ 生産性向上特別措置法（平成３０年法律第２５号）の施行の日から令

和３年３月３１日までの期間（以下この項において「適用期間」という。）

内に旧法附則第１５条第４１項に規定する中小事業者等（以下この項に

おいて「中小事業者等」という。）が取得（同条第４１項に規定する取

得をいう。以下この項において同じ。）をした同条第４１項に規定する

機械装置等（以下この項において「機械装置等」という。）（中小事業

者等が、同条第４１項に規定するリース取引（以下この項において「リ

ース取引」という。）に係る契約により機械装置等を引き渡して使用さ

せる事業を行う者が適用期間内に取得をした同条第４１項に規定する

先端設備等に該当する機械装置等を、適用期間内にリース取引により引

渡しを受けた場合における当該機械装置等を含む。）に対して課する固

定資産税については、なお従前の例による。 

４ 地方税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第２６号）の施行の

日から令和３年３月３１日までの期間（以下この項において「適用期間」

という。）内に旧法附則第６４条に規定する中小事業者等（以下この項

において「中小事業者等」という。）が取得（同条に規定する取得をい

う。以下この項において同じ。）をした同条に規定する家屋及び構築物

（中小事業者等が、同条に規定するリース取引（以下この項において「リ

ース取引」という。）に係る契約により家屋及び構築物を引き渡して使

用させる事業を行う者が適用期間内に取得をした同条に規定する先端

設備等に該当する家屋及び構築物を、適用期間内にリース取引により引

渡しを受けた場合における当該家屋及び構築物を含む。）に対して課す

る固定資産税については、なお従前の例による。 

５ 新条例附則第１０条の２第２６項の規定は、令和３年４月１日以後に

改正法第１条の規定による改正後の地方税法附則第６４条に規定する

中小事業者等（以下この項において「中小事業者等」という。）が取得

（同条に規定する取得をいう。以下この項において同じ。）をした同条

に規定する特例対象資産（以下この項において「特例対象資産」という。）

（中小事業者等が、同条に規定するリース取引（以下この項において「リ

ース取引」という。）に係る契約により特例対象資産を引き渡して使用

させる事業を行う者が当該特例対象資産のうち、機械及び装置、工具、

器具及び備品並びに同条に規定する建物附属設備にあっては生産性向

上特別措置法の施行の日以後、家屋及び構築物にあっては地方税法等の

一部を改正する法律（令和２年法律第２６号）の施行の日以後に取得を
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した同条に規定する先端設備等に該当する特例対象資産を、令和３年４

月１日以後にリース取引により引渡しを受けた場合における当該特例

対象資産を含む。）に対して課する附則第１条第３号に掲げる規定の施

行の日の属する年の翌年の１月１日（当該施行の日が１月１日である場

合には、同日）を賦課期日とする年度以後の年度分の固定資産税につい

て適用する。この場合において、令和３年４月１日から同号に掲げる規

定の施行の日の前日までの間に取得をした特例対象資産に対する新条

例附則第１０条の２第２６項の規定の適用については、同項中「中小企

業等経営強化法（平成１１年法律第１８号）第５０条第２項」とあるの

は「生産性向上特別措置法（平成３０年法律第２５号）第３８条第２項」

とする。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

第４条 新条例の規定中軽自動車税の環境性能割に関する部分は、施行日

以後に取得された三輪以上の軽自動車に対して課すべき軽自動車税の

環境性能割について適用し、施行日前に取得された三輪以上の軽自動車

に対して課する軽自動車税の環境性能割については、なお従前の例によ

る。 

２ 新条例の規定中軽自動車税の種別割に関する部分は、令和３年度以降

の年度分の軽自動車税の種別割について適用し、令和２年度分までの軽

自動車税の種別割については、なお従前の例による。 
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報告第２号 

 

   専決処分の報告について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、議会に

おいて指定された事項について次のとおり専決処分したので、同条第２項の規定に

より報告する。 

 

記 

 

 令和２年度虻田郡洞爺湖町一般会計補正予算（第１２号） 

 

令和３年５月１０日提出 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   
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専 決 処 分 書 

 

令和２年度虻田郡洞爺湖町一般会計補正予算（第１２号）については、地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により別紙のとおり専決処

分する。 

 

令和３年３月３１日 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   
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令和２年度虻田郡洞爺湖町一般会計補正予算（第１２号） 

 

令和２年度虻田郡洞爺湖町一般会計補正予算（第１２号)は、次に定めるところ

による。 

 

（歳入歳出予算の補正) 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ２，３４７千円を減額し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ９，０６９，１６３千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

（地方債の補正） 

第２条 地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。 
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第１表　歳入歳出予算補正

　１　歳　　入

補正前の額 補 正 額 計

1. 町 税 1,131,030 △ 74,900 1,056,130

1. 町 民 税 383,030 △ 20,700 362,330

2. 固 定 資 産 税 547,460 △ 13,800 533,660

3. 軽 自 動 車 税 26,540 △ 4,100 22,440

4. 町 た ば こ 税 76,000 △ 5,200 70,800

5. 入 湯 税 98,000 △ 31,100 66,900

2. 地 方 譲 与 税 70,656 538 71,194

1. 自 動 車 重 量 譲 与 税 49,000 1,784 50,784

2. 地 方 揮 発 油 譲 与 税 18,700 △ 1,246 17,454

3. 利 子 割 交 付 金 1,300 △ 554 746

1. 利 子 割 交 付 金 1,300 △ 554 746

4. 配 当 割 交 付 金 1,500 307 1,807

1. 配 当 割 交 付 金 1,500 307 1,807

5.
株 式 等 譲 渡 所 得 割
交 付 金

1,300 902 2,202

1.
株 式 等 譲 渡 所 得 割
交 付 金

1,300 902 2,202

6. 法 人 事 業 税 交 付 金 250 5,162 5,412

1. 法 人 事 業 税 交 付 金 250 5,162 5,412

7. 地 方 消 費 税 交 付 金 200,000 21,355 221,355

1. 地 方 消 費 税 交 付 金 200,000 21,355 221,355

9. 環 境 性 能 割 交 付 金 10,500 △ 5,682 4,818

1. 環 境 性 能 割 交 付 金 10,500 △ 5,682 4,818

10. 地 方 特 例 交 付 金 1,000 3,473 4,473

1. 地 方 特 例 交 付 金 1,000 3,473 4,473

（単位：千円）

款 項
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補正前の額 補 正 額 計

11. 地 方 交 付 税 3,227,898 △ 8,948 3,218,950

1. 地 方 交 付 税 3,227,898 △ 8,948 3,218,950

19. 繰 入 金 107,400 56,000 163,400

1. 繰 入 金 107,400 56,000 163,400

9,071,510 △ 2,347 9,069,163歳 入 合 計

（単位：千円）

款 項
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　２　歳　　出

補正前の額 補 正 額 計

2. 総 務 費 820,725 △ 1,853 818,872

1. 総 務 管 理 費 791,346 △ 1,853 789,493

10. 教 育 費 571,705 △ 606 571,099

1. 教 育 総 務 費 95,142 △ 606 94,536

13. 予 備 費 30,473 112 30,585

1. 予 備 費 30,473 112 30,585

9,071,510 △ 2,347 9,069,163

（単位：千円）

款 項

歳 出 合 計
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第２表 地方債補正 

１．変更                           （単位：千円） 

起債の 

目 的 

変  更  前 変  更  後 

限度額 
起債の 

方 法 
利率 

償還の 

方 法 
限度額 

起債の 

方 法 
利率 

償還の 

方 法 

道 路 等 

整 備 事 業 
231,500 

普通貸借 

又  は 

証券発行 

5.0％以内 

（ただし、

利率見直し

方式で借入

れる資金に

ついて、利

率見直しを

行った後に

おいては、

当該見直し

後の利率） 

政府資金又

はその他資

金とし、その

融資条件に

よる。 

ただし、町財

政の都合に

より措置期

間及び償還

期限を短縮

し、もしくは

繰上償還又

は低利に借

換えること

ができる。 

251,500 同左 同左 同左 

成 香 地 区 

排 水 施 設 

整 備 事 業 

95,000 同上 同上 同上 75,000 同上 同上 同上 

 

-17-



同意第１号 

 

   副町長の選任について 

 

 洞爺湖町副町長に下記の者を選任したいから、地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第１６２条の規定により議会の同意を求める。 

 

記 

 

住 所  虻田郡洞爺湖町洞爺町４１７番地９ 

氏 名  武 川 正 人 

       昭和３５年５月１４日生 

 

  令和３年５月１０日提出 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   
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同意第２号 

 

   教育委員会委員の任命について 

 

 下記の者を教育委員会の委員に任命したいから、地方教育行政の組織及び運営に

関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第２項の規定により議会の同意を

求める。 

 

記 

 

住 所  虻田郡洞爺湖町成香１４３番地２ 

氏 名  岩 崎 義 久 

     昭和５３年１１月２０日生 

 

  令和３年５月１０日提出 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   
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同意第３号 

 

固定資産評価審査委員会委員の選任について 

 

 下記の者を固定資産評価審査委員会の委員に選任したいから、地方税法（昭和 

２５年法律第２２６号）第４２３条第３項の規定により議会の同意を求める。 

 

記 

 

住 所  虻田郡洞爺湖町高砂町３７番地２７ 

氏 名  宮 崎 泰 人 

     昭和２３年３月１８日生 

 

  令和３年５月１０日提出 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   
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同意第４号 

 

固定資産評価審査委員会委員の選任について 

 

 下記の者を固定資産評価審査委員会の委員に選任したいから、地方税法（昭和 

２５年法律第２２６号）第４２３条第３項の規定により議会の同意を求める。 

 

記 

 

住 所  虻田郡洞爺湖町香川８８番地１１ 

氏 名  巻    進 

     昭和３３年１１月１９日生 

 

  令和３年５月１０日提出 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   
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同意第５号 

 

固定資産評価審査委員会委員の選任について 

 

 下記の者を固定資産評価審査委員会の委員に選任したいから、地方税法（昭和 

２５年法律第２２６号）第４２３条第３項の規定により議会の同意を求める。 

 

記 

 

住 所  虻田郡洞爺湖町洞爺湖温泉１７６番地１１ 

氏 名  成 田 幸 一 

     昭和１７年７月２９日生 

 

  令和３年５月１０日提出 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   
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議案第１号 

 

令和３年度虻田郡洞爺湖町一般会計補正予算（第１号） 

 

令和３年度虻田郡洞爺湖町一般会計補正予算（第１号）は、次に定めるとこ

ろによる。 

 

（歳入歳出予算の補正) 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５６，６８６千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ７，４０２，６８６千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第 1表 歳入歳出予算補正」による。 

 

  令和３年５月１０日提出 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   
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第１表　歳入歳出予算補正

　１　歳　　入

補正前の額 補 正 額 計

15. 国 庫 支 出 金 590,527 50,686 641,213

2. 国 庫 補 助 金 284,554 50,686 335,240

16. 道 支 出 金 398,628 6,000 404,628

2. 道 補 助 金 193,321 6,000 199,321

7,346,000 56,686 7,402,686

（単位：千円）

款 項

歳 入 合 計
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　２　歳　　出

補正前の額 補 正 額 計

14. 新型コロナウイルス感
染 症 対 策 費

0 56,686 56,686

1. 新型コロナウイルス感
染 症 対 策 費

0 56,686 56,686

7,346,000 56,686 7,402,686

（単位：千円）

款 項

歳 出 合 計
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